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内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

内閣府地方創生推進事務局

小さな拠点・地域運営組織／関係人口の現状



○中山間地域等において、将来にわたって地域住民が暮らし続けることができるよう、必要な生活
サービスの維持・確保や地域における仕事・収入を確保し、将来にわたって継続できるような「小さ
な拠点」の形成（集落生活圏を維持するための生活サービス機能の集約・確保と集落生活圏内外
との交通ネットワーク化）が必要。

○あわせて、地域住民自らによる主体的な地域の将来プランの策定とともに、地域課題の解決に向
けた多機能型の取組を持続的に行うための組織（地域運営組織）の形成が必要。

○2024年度までに小さな拠点を全国で1,800箇所（2021年度：1,408箇所）形成し、うち地域運営組織
が形成されている比率を90％（2021年度：85％）とすることを目指す。

集落生活圏

集落 集落

集落

集落

旧役場庁舎

スーパー
跡地

郵便局・JA・ATM 小学校

ガソリン
スタンド

道の駅

例：旧役場庁舎を
公民館等に活用

例：コミュニティバス等により交通手段を確保

例：道の駅での日用品販売や住民の活動拠点に

診療所

例：付加価値の高い
農林水産物加工場

例：地域資源を活かした作
物を栽培、道の駅で販売

例：集落の女性組織によ
る６次産業化商品の開発

例：小学校の空きスペースや
廃校舎を福祉施設等に活用

例：撤退後のスーパーを
住民により運営

取組イメージ

「小さな拠点」及び「地域運営組織」の形成推進

中山間地域をはじめとして、暮らし続けられる地域の維持

日用品等
の販売

移動手段の確保
（公共交通）

産直市場
の運営

ガソリン
スタンドの運営

買い物代行・宅配
・見守りサービス

カフェ・サロン
の運営

1

http://sakuyahime.jp/wp-content/uploads/2011/08/20_03_011.jpg


地域運営組織

2（出典）総務省「令和３年度地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査研究事業報告書」（令和４年３月）
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全国における小さな拠点・地域運営組織の形成状況

出典：平成29年度～令和３年度 小さな拠点の形成に関する実態調査（内閣府地方創生推進事務局）、
令和元年度 地域運営組織の活動状況におけるアンケート調査結果（総務省地域力創造グループ地域振興室）、
平成29年度～平成30年度、令和２年度～令和３年度地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査研究事業報告書（総務省地域力創造グループ地域振興室）、
過疎地域市町村等一覧（令和４年４月１現在）（総務省HP）を基に内閣官房作成

【形成数】
小さな拠点

2024年

目標：1,800

【形成されている市町村数】

地域運営組織
【形成数】

2024年

目標：7,000

（39％）

過疎関係市町村※（820） 非過疎市町村（921） 合計（1,741）

小さな拠点
市町村数 267

（過疎関係市町村の33％）

98
（非過疎市町村の11％）

365
（全市町村の21％）

形成数 1,158 250 1,408

地域運営組織
市町村数 394

（過疎関係市町村の49％）

420
（非過疎市町村の46％）

814
（全市町村の47％）

形成数 2,539 3,525 6,064

※過疎関係市町村…過疎地域自立促進特別措置法第２条第１項（全域過疎）、第３３条第２項（一部過疎）、第３３条第１項（みなし過疎）で規定された市町村（令和３年４月時点）

カッコ内は全市町村数に占める割合

（41％） （43％）

・・・

（15％）
（18％） （19％） （20％） （21％）

4,177 4,787 5,236 5,783 6,064

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

・・・・

【形成されている市町村数】カッコ内は全市町村数に占める割合
（46％）
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（47％）



365

209 

49

28

1,067

小さな拠点づくりに関する実態（内閣府調査）

■ 地域運営組織の有無

▐ 小さな拠点の現況 ▐ 小さな拠点における地域運営組織の現況

○ 回答のあった市町村のうち、約３３％にあたる５７４市町村において小さな拠点が形成
○ そのうち、市町村版総合戦略に位置付けて取組を進めている市町村は３６５市町村（約２１％）あり、

全国で１，４０８箇所（２０２０年度：１，２６７箇所）の小さな拠点が形成
○ １，４０８箇所のうち、８５％の箇所で地域運営組織が形成され、地域の課題解決に取り組む

（市町村版総合戦略に位置付けのある小さな拠点1,408箇所について集計）

▐ 都道府県別の小さな拠点の形成状況
（市町村版総合戦略に位置付けのある小さな拠点1,408箇所の内訳）

出典：内閣府「令和３年度小さな拠点の形成に関する実態調査」（令和３年１２月） https://www.cao.go.jp/regional_management/about/chousa/2021/index.html

なし 209 （15％）

回答市町村数：1,718市町村（回答率100％）

（62%）

（3%）

（12%）

（21%）
小さな拠点が既に形成されている市町村数
（市町村版総合戦略への位置付け無）

小さな拠点が既に形成されている市町村数
（市町村版総合戦略への位置付け有）

小さな拠点の形成を予定している市町村数
（市町村版総合戦略への位置付け有）

小さな拠点が形成されていない市町村数

小さな拠点の形成を予定している市町村数
（市町村版総合戦略への位置付け無）（2%）

あり 1,199 （85％）
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都道府県別 地域運営組織の形成数

出典：地域運営組織の活動状況におけるアンケート調査結果（令和３年３月 総務省地域力創造グループ地域振興室）を基に内閣官房作成
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地域運営組織の形成数（2021年）



人口減少と高齢化

6（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」



人口減少と高齢化

7

➣ 2015年から2019年にかけて、総人口は93万人減少。

➣ 2019年の65歳以上の老年人口は3,589万人となり、高齢化率は28.4％と過去最高値。

（出典）（2015年まで）総務省「国勢調査」、（2019年）総務省「人口推計（令和元年10月１日現在）」（2020年４月14日公表）に基づき、
内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局において年齢不詳を按分の上、集計。

人口・高齢化率の推移（1980～2019年）
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農村における人口減少・高齢化

8（出典）農林水産省「令和２年度 食料・農業・農村白書」



過疎地域における集落の経年変化

9（出典）総務省・国土交通省「過疎地域における集落の状況に関する現況把握調査最終報告」（令和２年３月）

○過疎地域における集落数、集落人口及び１集落あたりの平均人口の推移

調査項目 H27
（前回調査）

R1
（今回調査）

集落数 61,860 61,511

集落人口 10,471,075 9,745,485

集落当たりの平均人口 169.3 158.4

・前回調査時点の過疎地域における集落の状況について経年変化をみると、集落数は６万１，５１１
集落であり、前回調査時点の集落数（６万１，８６０集落）から０．６％（３４９集落）減少した。

・経年比較が可能な地域における集落人口は９７４万５，４８５人であり、前回調査時点の集落人口
（１，０４７万１，０７５人）から６．９％（７２万５，５９０人）減少している。また、集落の平均人口は
１６９．３人から１５８．４人へと減少しており、集落の小規模化が進んでいる。



集落におけるサポート人材の活動状況

10（出典）総務省・国土交通省「過疎地域における集落の状況に関する現況把握調査最終報告」（令和２年３月）

集落の消滅可能性 サポート人材
の有無

H27
（前回調査）

R1
（今回調査）

10年以内に消滅
あり 189 245

なし 326 209

いずれ消滅
あり 986 1,181

なし 1,711 1,563

○サポート人材の有無別・消滅可能性の予測別 集落数

・全体的にサポート人材の活用が増えているが、特に消滅（無人化）する可能性があると予測
されている集落で活動するサポート人材が増加傾向にある。

※「サポート人材あり」は、集落支援員、地域おこし協力隊、その他のいずれかの人材が活用されている集落数



地域運営組織の持続的運営に向けた課題

11（出典）総務省「令和３年度地域運営組織の形成及び持続的な運営に関する調査研究事業報告書」（令和４年３月）



地方移住への関心
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（出典）内閣府「第４回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

地方移住への関心（東京都23区在住者）

地方移住への関心理由 地方移住にあたっての懸念

＜全年齢＞ ＜20歳代＞

37.3％
49.1％



東京圏の転入超過数
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
2019年 6,089 6,921 68,306 27,500 7,558 4,983 2,173 5,400 5,183 4,753 3,704 3,006
2020年 5,343 6,888 70,087 14,497 1,167 4,027 -1,682 -739 -56 834 -393 -1,968
2021年 1,432 2,138 57,419 15,071 3,871 3,136 -2,062 349 99 509 -260 -1,261
2022年 2,784 2,915
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○ 2020年４月以降、日本人移動者の転入超過数は大幅に減少しており、2020年７月以降は転出
超過となる月も出ている。

〇 2021年通年では、8.0万人の転入超過となった。

東京圏転入超過数（2019年～2022年２月）

（出典）住民基本台帳人口移動報告（平成31年（2019年）１月結果～令和４年（2022年）２月結果）

日本人移動者
○１－２月の転入超過数 2022年 5,699人
（2021年比:+2,129人, 60%増 2019年比:-7,311人, 56%減）

2021年 3,570人 2020年 12,231人 2019年 13,010人

○１－２月の転入者数 2022年 49,109人
（2021年比:+2,923人, 6%増 2019年比:-5,707人, 10%減）

2021年 46,186人 2020年 53,736人 2019年 54,816人

○１－２月の転出者数 2022年 43,410人
（2021年比:+794人, 2%増 2019年比:+1,604人, 4%増）

2021年 42,616人 2020年 41,505人 2019年 41,806人



東京都の転入超過数
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
2019年 3,741 4,053 40,568 15,609 4,792 3,437 1,621 3,398 3,098 2,554 2,151 1,553
2020年 3,146 4,525 41,902 7,049 -509 2,096 -2,144 -4,011 -3,084 -2,506 -3,690 -4,400
2021年 -1,334 -1,593 29,363 3,989 -177 -108 -2,743 -3,223 -3,255 -3,194 -3,176 -3,734
2022年 383 359
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○ 東京都についても、転入超過数の減少は顕著であり、2020年７月以降は年間でも転入者数の
多い３、４月を除き、大半の月が転出超過となっている。

〇 2021年通年では、1.1万人の転入超過となった。

東京都転入超過数（2019年～2022年２月）

（出典）住民基本台帳人口移動報告（平成31年（2019年）１月結果～令和４年（2022年）２月結果）

日本人移動者
○１－２月の転入超過数 2022年 5,699人
（2021年比:+2,129人, 60%増 2019年比:-7,311人, 56%減）

2021年 3,570人 2020年 12,231人 2019年 13,010人

○１－２月の転入者数 2022年 49,109人
（2021年比:+2,923人, 6%増 2019年比:-5,707人, 10%減）

2021年 46,186人 2020年 53,736人 2019年 54,816人

○１－２月の転出者数 2022年 43,410人
（2021年比:+794人, 2%増 2019年比:+1,604人, 4%増）

2021年 42,616人 2020年 41,505人 2019年 41,806人



東京の災害リスク

15（出典）内閣府「平成16年版 防災白書」。ミュンヘン再保険会社アニュアル・レポートに基づき内閣府作成。

世界大都市の自然災害リスク指数（平成15年３月にミュンヘン再保険会社公表）



関係人口とは

16ソーシャル＆エコ・マガジン
ソトコト

各地で生まれているさまざ
まな社会や環境の課題をお
もしろく解決するアイデア
やヒントをオフラインとオ
ンラインのクリエイティ
ブ・メディアを通じて発信

（関係人口とは）

特 定 の 地 域 に 継続的 に 多様 な形 で 関 わ る 者
参照：第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」 （2020改訂版）50頁

島根県邑南町（廃線跡地でトロッコ列車を走らすイベントを実
施。地元のＮＰＯなどと連携し、駅などで様々なサポート活動
をしてくれる広島市から通う関係人口。固有名詞で呼ばれる）

出典：第３回人材・組織の育成及び関係人口に関する検討会・邑南町資料

「関係人口」を扱うメディアの例

ソトコトonline

東京一極集中の是正に向けた取組の強化

・関係人口の創出・拡大
・企業版ふるさと納税の拡充

①地方への移住・定着の促進

＋

第２期「総合戦略」
＜第２期の主な取組の方向性＞

地方移住の
裾野を拡大

（地域イベント「大地の芸術祭」に関わる
主に首都圏を中心とするサポーター）

＜新潟県十日町市・津南町＞

「関係人口」の取組例

（酒米田んぼのオーナーとなり、
生産者や地域を応援する取組）

＜茨城県笠間市＞



関係人口の概数

17（出典）国土交通省提供資料

○ 特定の地域に訪問し継続的かつ多様な関わりを持つ関係人口（関係人口（訪問系））は、全国の
18歳以上の居住者のうちの約２割弱(約1,827万人：推計値)。

〇約15万人に対してインターネットアンケートを実施（18歳以上
の男女、148,831人が有効回答）
〇調査対象地域の18歳以上の人口（約10,615万人）に基
づき、男女比率及び年齢構成（4年齢区分）を踏まえて母集
団拡大推計を実施

推計の概要

【関係人口（訪問系）】
日常生活圏、通勤圏、業務上の支社・営業所訪問等以外

に定期的・継続的に関わりがある地域があり、かつ、訪問してい
る人（地縁・血縁的な訪問者を除く）
＜大分類＞地域における過ごし方に応じて分類
【直接寄与型】
産業の創出、商店街の空き店舗有効活用の活動、朝市・マ

ルシェへの出店活動、ボランティア、地域資源・まちなみの保全
活動、まちおこし・むらおこしにつながるようなプロジェクトの企画・
運営、又は協力・支援等
【就労型（現地就労）】
地元の企業・事業所での労働（地域における副業）、農林

漁業への就業、農林漁業者へのサポート（援農等）
【就労型（テレワーク）】
本業として普段行っている業務や仕事（テレワークなど）、訪

問地域外の業務や仕事（テレワーク/副業など）
【参加・交流型】
地域の人との交流やイベント、体験プログラム等に参加

【趣味・消費型】
地縁・血縁先以外で、地域での飲食や趣味活動等を実施

（他の活動をしていない）
【関係人口（非訪問系）】
ふるさと納税、クラウドファンディング、地場産品等購入、特定

の地域の仕事の請け負い、情報発信、オンライン活用

用語の定義

■ 全国の18歳以上の居住者に占める関係人口の割合



地方公共団体における取組状況

18

1,171 591 

実施した

実施しなかった

令和2年度の「関係人口の創出・拡大」に
関する取組の実施状況

1,175 258 200 129 

「関係人口」に関する記載がある

「関係人口」や、その趣旨と同様の文言は第2期地方版総合戦略では記載していない

「関係人口」という文言を使った記載はないが、「関係人口」の趣旨と同様の記載がある

第2期地方版総合戦略に対応する総合戦略が策定されていない（令和3年4月1日策
定も含む）

第２期地方版総合戦略における
「関係人口」の記載状況

令和2年度に実施した具体的な取組（複数回答）

• 地域から都市部住民等への情報発信・コーディネート・受け入れ …474団体
• 個人版ふるさと納税を行った人の関係人口化に向けた取組 …402団体
• テレワーク・ワーケーションをきっかけとした関係人口化に向けた取組 …297団体
• 不特定の関係人口宛の情報発信や地域活動の募集・コーディネート …238団体
• 関係人口の登録制度 …210団体
• 都市部において開催する、各地域へのつながりをつくるためのイベントや相談会等 …209団体 など

出典：内閣官房「令和３年度 関係人口の創出・拡大に向けた取組状況調査」(N=1,763)（令和３年11月公表）



関係人口と地域の内発的発展

19（出典）国土交通省 国土審議会第５回計画部会資料（令和４年２月２１日）



1.  事業概要・スキーム図

中間支援組織『まちのキャリア支援室』が、都市部の民間企業と地方自治体を「組織と組織」でつなぎ、企業人材
と地域住民・自治体職員らがフラットな立場で交流し、緩やかに関わり合うしくみ「放課後企業クラブ」の活動を、終始
伴走支援する。オンラインやSNSの活用により、距離や立場を越えた、新たな切り口の関係人口が創出されている。

民間企業 市町村

企業人材

地域へ

自治体
担当

企業
担当

まちの
キャリア
支援室
一般社団法人
つながる地域づくり

研究所

伴走
支援

関係人口の創出・拡大・持続
●企業が組織で関わることで、地域側に信頼感を与えている。
●企業に対しては、公共性や越境性の高さを提供している。
●「複数×複数」の関わりにより、広がりや厚みが生まれる。
●オンラインやSNSを活用し、意見の活発化や、相互理解を深
めることで、関係人口の深化と、持続性の向上が図られる。

企業人材と地域の
関わり方

【様々なパターン】
○主に勤務時間外を利用し、サー
クル活動やプロボノ的に関わる。
○キャリア支援や、研修制度の一
環として、一定期間、継続的に
関わる。
○派遣等の形式で関わる。
（期間や所属、身分は多様）
○ワーケーションや二地域居住も。

【コミュニケーションの方法】
○オンライン（ZOOM等）セッ
ションやSNSでやりとりを行う。
○現地訪問（意見交換）も。

放課後企業クラブ
●各自治体ごとに展開。
●自治体職員や地域住民等
と企業人材が、フラットで緩
やかにつながり、活躍が生ま
れる。
●顔が見える関係がある。

特徴
①「組織と組織」という発想と、
双方をつなぐしくみが、他の取
組と異なる独自性がある。
②社員のキャリア自律という企業
ニーズに応えることで、受委託
の関係や、企業が地域を支援
するという一方向の関係でなく、
フラットな関係や、win-winを
実現している。
③自治体や企業と中間支援組
織との信頼関係を構築してい
ることで、的確なマッチングと、
その後の多様な展開につがな
がっている。
④中間支援組織（まちのキャリ
ア支援室）が終始伴走支援す
ることで共創の取組となり、持続
的な関係人口化が図られている。
⑤短期間で広がりを見せ、多く
の実績や成果が生まれている。

中間支援組織のしくみ

主な成果

関係人口
創出数

延2,764人

オンライン
活用率
100％

中間支援組織（関係案内人）

事例：一般社団法人つながる地域づくり研究所（岡山県岡山市）

（出典）令和３年度「関係人口モデル事業成果報告会」（令和4年3月） 20



関係案内所

21



関係人口の多面的機能

22（出典）国土交通省「ライフスタイルの多様化と関係人口に関する懇談会」（令和３年３月公表）

都市部の住民が地方に関わりを持っている場合
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